
胡錦濤政権の外交政策

川勝千可子

はじめに

２００３年３月に開かれた第１０回全国人民代表大会（全人代）第１回会議で、胡錦濤が中国

国家主席に、温家宝が国務院総理（首相）に選出され、就任した。これで、党、国家とも

に胡錦濤を中心とする「第４世代」が中国の舵取りを担うことになった。

胡錦濤政権の外交政策は、どのような目的を掲げ、どのような特徴があるのだろうか。

本稿では、胡錦濤政権の外交政策を、政権発足後の１年間を中心に分析し、その特徴を明

らかにしたい。その際、胡錦濤政権下の中国の国家戦略を概観した上で、外交政策の特徴

の分析を行いたい。さらに、これまでの胡錦濤政権の外交政策が、政権自らが掲げた戦略

目標の達成を果たしているかどうかの評価も試みたいと思う。

本稿は、第１節で、まず、胡錦濤政権の国家戦略を第１６回中国共産党全国大会（１６全大

会）の政治報告を基に分析する。次いで、中国が自国をとりまく国際環境と中国の位置を

どのように認識しているかについて紹介する。その上で、胡錦濤政権の外交戦略の目標に

ついて考える。第２節では、この外交戦略から導かれる外交政策と、実際に胡錦濤政権が

１年目に推し進めた外交政策を比較する。その上で、胡錦濤政権が発足当初に目指したと

考えられる外交政策を展開できているかどうかを考えたい。最後に結語として、当初掲げ

た外交戦略と実際の外交政策に齟齬が生じている点について、その原因を推察する。

１ 国家戦略

（１）国家戦略と外交戦略

国家は、国益を守り、その増進を図るために「国家戦略」を立てる（１）。国家戦略とは、

国家が掲げる目的を、持てる手段を使って達成する方法を示す「目的と手段を繋ぐ鎖」で

ある（２）。国家の目的や国益は無数にあるが、国家の自由になる資源（手段）には限りが

（１） 本稿では、「国家戦略」を用いるが、これは「大戦略（grand strategy）」と同義語として用いて
いる。「大戦略」という用語が日本では一般にあまりなじみがないためである。

（２） Barry Posen, The Sources of Military Doctrine : France, Britain, and Germany Between the

World Wars (Ithaca, New York : Cornell University Press, 1984), p.13.
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ある。そのため、目的に優先順位を付け、用いる手段とその方法を選択する必要が生じ

る（３）。基本的には競争的だと考えられる国際社会において、国家間の協調関係は限定的

なものである。国際社会には、国家の利益を保障してくれる、国家を超える上位権力は存

在しない。そのような状況の下、各国とも他国との協調関係を増進しようと努めてはいる

が、結局は自国の利益は自らで守らざるを得ない。国家戦略を誤り、達成不能な目的を追

求したり、手段である国家資源を浪費したりすれば、国際競争力を失い、ときに国家の存

続も危うくなる。国家が最低限、達成しようと掲げる目的は、国家の存続であると考えら

れる。自国の安全と独立が確保された後に初めて、地域覇権の掌握、あるいは国民生活の

向上といった、より高い目標の達成が可能になる（４）。

国家戦略に用いられる手段は、軍事力を始め、経済力、外交政策、文化交流、など様々

である。そのうち、とくに外交政策を用いて戦略目標を達成しようとするのが「外交戦略」

である。軍事力を手段とする戦略は、「軍事戦略」あるいは「軍事ドクトリン」と呼ばれ

る（５）。

SwaineとTellisの研究によると、歴史的に見て中国の国家戦略は、以下の３つの目的を

掲げたと考えられる。第１は国内の社会的安定の維持であり、第２は自国の主権と領土に

対する外的脅威からの防衛であり、第３は地域に対する影響力の獲得と維持である（６）。

現在の中国の国家戦略も、これに概ね合致するものである。以下の項で、中国の国家戦略

を詳しく見ていきたい。

（２）経済発展と国内外の安定

近年、中国共産党政権は、経済発展の持続と共産党政権の安定維持を最も重要な政策目

標に掲げている。経済発展については、中国が国際競争を勝ち抜くために不可欠であると

いう認識と同時に、もう１つの重要目標である政権維持のためにも不可欠であるという認

識に立っている。経済発展の維持に失敗すれば、国内の様々な問題や不満が噴出し国内が

不安定になり、政権に対する支持が低下することを恐れている。中国共産党政権は、国民

に「パン」であるところの経済発展を与え、「サーカス」であるところの北京オリンピッ

ク（２００８年）、上海万国博覧会（２０１０年）を牽引車に国民を束ねている。この「パンとサ

ーカス」の政治は国民の目を政権自らが最大の課題だと認める政治改革、民主化からそら

（３） 同上，p.13.
（４） Kenneth N. Waltz, Theory of International Politics (New York : McGraw-Hill, 1979), pp.91-92.
（５） 国家の最低限の目標が自国の保存であるという考えに立つ時、「国家戦略」は「安全保障戦略」と

同義語となる。日本ではしばしば「総合安全保障戦略」とも呼ばれる。
（６） Michael D. Swaine and Ashley J. Tellis, Interpreting China’s Grand Strategy : Past, Present,

and Future (Santa Monica, California : RAND, 2000).
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すことにもある（７）。共産党政権は、民主化の動きを抑えつけ過ぎると国民の反発が予想

され、社会の不安定化を招く恐れがあると考えていると見られる。他方、民主化を進めす

ぎるとソ連・東欧のように民主化の雪崩現象が起きることを恐れている。共産党政権は国

民の政治参加要求が強くなりすぎないためにも「パン」を与え続ける必要性を痛感してい

る。

胡錦濤政権の国家戦略の基礎を提示しているのが、１６全大会で採択された政治報告であ

る（８）。この党大会で江沢民ら「第３世代」が引退し、大会直後の第１６期中央委員会第１

回全体会議で胡錦濤が共産党中央委員会総書記に選ばれた。政治報告はその後５年間の共

産党の政策方針を示すものであり、胡錦濤政権の政策路線の表明でもある。

「いくらかゆとりのある社会（小康社会）を全面的に築き上げ、中国の特色ある社会主

義事業の新局面を切り開こう」と題した政治報告は、経済発展の継続促進とそのための国

際環境整備を重視する内容になっている。政治報告は国内総生産（GDP）を２０２０年までに

２０００年当時の４倍にするという目標を掲げている。これは、１人当たりGDPにすると、３，０００

米ドルのレベルを目標にしている。２００１年現在、中国の１人当たりGDPは９１１ドルで、世

界の１４０位前後にある。上海は約４，５００ドル、北京は約３，１００ドルで、すでに目標値を達成

しているが、貧しい貴州は３４６ドル、甘粛は５０４ドルと低い。開発から取り残された地方も

含めて、いかに経済発展を維持するかが中国共産党政権にとっての最大の課題である。こ

のため、共産党は、私営企業などを積極的に活用していく方針で、１６全大会で江沢民が提

唱した「３つの代表」を党の大綱にも取り入れ、私営企業家の入党も認めた。従来の階級

政党から全人民の代表政党へと大綱の上でも変えたわけである。ここにも、経済発展の維

持が最重要視されていることが表れている。

（３）世界情勢認識――総合国力の競争

国家の戦略目標を達成するためには、自国が置かれた環境の把握が重要である。それで

は、胡錦濤政権はどのような国際環境の中で国家目標を達成しないといけないと認識して

（７）「パンとサーカス」はローマの風刺詩人ユベナリス（紀元６０‐１３０年頃）の詩『風刺』から。「国民
にパンとサーカスを与えよ。されば彼らは幸福であろう」という形でしばしば用いられる格言であ
る。「市民は政治的関心を捨ててしまって久しい。今では縮こまり、たった２つのことばかりをく
よくよ切望している。……パンとサーカスばかりを」。“Duas tantum res anxius optat, Panem et cir-
censes. ─Limits the Romans’ anxieties to two things─bread and games.” Juvenal, Satires, Vol. X,
line 80, J. M. and M. J. Cohen, eds., The Penguin Dictionary of Quotations (Harmondsworth,
Middlesex : Penguin Books, 1975), p.214.

（８） 江沢民「いくらかゆとりある社会を全面的に建設し、中国の特色のある社会主義事業の新局面を
切り開こう」（―中国共産党第１６回全国代表大会における報告）鍾欣編『中国共産党第十六回全国
代表大会文献』（日本語版）（北京：外文出版社、２００２年）。
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いるのであろうか。また、他国との関係において、中国が置かれた位置をどのように認識

しているのであろうか。

胡錦濤政権は現在の国際情勢を基本的に安定しており、大国間の新たな世界戦争は「予

見できる時期内に起こることはない」と見ている（９）。そうした状況を背景に、「かなり長

期の平和な国際環境と良好な周辺環境は実現できるものである」との認識を示す。また、

世界の多極化と経済のグローバル化が進んでいると考えている（１０）。その上で、「２１世紀最

初の２０年は、わが国にとってはしっかりとつかまなければならないとともに、大いになす

ところのある重要な戦略チャンスの時期である」と見ている（１１）。その後に、「さらに数十

年奮闘しつづければ、今世紀中葉に現代化を基本的に実現し、わが国を富強、民主、文明

の社会主義国に築き上げる」ことが出来ると目標を設定している（１２）。つまり、中国の国

家戦略としては比較的安定した国際環境の中で、経済発展に専念することを目指している。

ここで興味深いのは、政治報告の中で「総合的国力の競争は日に日に激化している。情

勢はさし迫っており、前進しなければ後退する」と認識している点である（１３）。総合国力

とは、経済力、軍事力、科学技術力、社会の発展レベル、などから構成される。この他、

領土や地理的条件、人口やエネルギーなどの資源、民族の凝集力、政府の政策運営能力、

外交力、教育力などを含む場合もある（１４）。中国が総合国力の増大を国家目標として明示

的に掲げるようになったのは、１９９０年代に入ってからである。政治報告は、その競争が激

化しており、中国も経済発展を中心にして各方面で発展して総合国力を向上させないとい

けない、という危機感を表明したものである。１９９９年に江沢民が金永南・北朝鮮最高人民

会議常任委員会委員長と会談した際にも江沢民は、総合国力を上げなければ負けてしまう、

といった発言をしている（１５）。

（９） 同上、４３ページ。
（１０） 同上、４３ページ。胡錦濤は、「１６大報告起草組」の組長を務め、政治報告の原案は、胡錦濤自ら

が起草案作りの責任者であったといわれる。したがって、政治報告には胡錦濤の国際情勢認識が反
映されていると考えられる。胡錦濤の原案における役割については、「馬克思主義的綱領性文献」『人
民日報』２００２年１１月２１日。小島朋之、「今日の中国の権力構造」『国際問題』第５２７号（２００４年２月）
６ページから引用。

（１１） 江沢民、「いくらかゆとりある社会を全面的に建設し」前掲、１７ページ。
（１２） 同上、１８ページ。
（１３） 同上、１ページ。
（１４） 総合国力という概念は以前からあり、日本でも１９８７年に経済企画庁が『日本の総合国力―高まる

日本の国力と求められる国際的役割』というレポートを出すなど、広く使われてきた。中国でも、
古くからこの概念はあり、『孫子の兵法』の中の「道、天、地、将、法」という５つの要素が総合
国力に当たると言われている。総合国力については、例えば以下を参照。黄碩風『総合国力新論――
兼論新中国総合国力』（北京：中国社会科学出版、１９９９年）。李天然「関与総合国力問題」『国際問
題研究』１９９０年第２期。呉春秋「総合国力論及其対我国発展戦略的啓迪」『国務院発展研究中心技
術経済研究所学報』（１９８９年）。高原明生「中国の多角外交」『国際問題』第５２７号（２００４年２月）。

（１５）「江沢民会見金永南」『人民日報』１９９９年６月５日、１ページ。
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「情勢はさし迫っている」という評価や「総合国力を上げないと負けてしまう」という

発言が実際には何を指しており、その意味するところが何であるのかは明らかではない。

考えられるのは、軍事力の増強だけでは国は維持できないと中国が認識していることで、

経済力を含んだ国際競争に中国が積極的に参入していこうとする姿勢が見て取れる。「科

学技術は日進月歩」しているとの認識を示していることから、技術力の増進を重視してい

る姿勢も見られる（１６）。軍事的に好戦的な意図は見て取れないが、主要国の中で優勢に立

そちたい、という意識は強い。

現在の中国の地位に対する評価は、日本を超えたとする楽観的なものがある一方で、主

要国の中で下位の第７位程度とするものまで分かれている。米国との差を意識した研究が

多いことから、米国に追いつくことを１つの目標にしていることが推察されるが、楽観的

な評価でも５０年はかかると見ている。

例えば、中国科学院・清華大学国情研究センターの胡鞍鋼主任らは中国の総合国力は

１９９８年にすでに日本を超え、米国に次いで世界第２位になったと評価する。米中の格差は

約３倍で、中国が米国に追いつくには５０年かかると見ている（１７）。２００３年２月に中国科学

院が発表した『中国持続的発展戦略報告』によると、中国の２０００年の総合国力は世界１３カ

国（中国、米国、日本、英国、ロシア、イタリア、インド、ドイツ、フランス、カナダ、

ブラジル、オーストラリア、南アフリカ）中、第７位だった。項目別では、経済力では米

国、日本が１位、２位で、中国は第３位。軍事力は、第４位で、上位３位は米国、日本、

英国が占めている。中国政府の政策運営能力は最下位の１３位だと評価している（１８）。

中国現代国際関係研究所の『総合国力評估系統（第１期工程）研究報告』（以下『CICIR

報告書』）でも中国は第７位に位置している（１９）。この研究では総合国力を１と２に分け、「総

合国力１」を経済（２０）、軍事、科学技術・教育、資源で量り、総合国力１を基に、政治、社

会、国際的影響力などの要素を加味して「総合国力２」を算出している。分野別に見ると

中国は、経済で６位、科学技術・教育で７位、軍事で７位、資源で２位と評価されている。

（１６） 同上、１ページ。
（１７） 胡鞍鋼「目標は米国キャッチアップ」。２００２年５月１５日、東京で開かれた読売国際会議２００２第２

回フォーラム「中国の実像とアジア新秩序」における胡鞍鋼の発言。
<http : //www.yomiuri.co.jp/forum/kokusai/200205/kokusai200205main.htm>２００４年２月２０日アクセス。

（１８）「中国科学院が総合国力を自己分析―軍事力は日本以下」『人民網日本語版』２００３年２月２８日。
<http://fpj.peopledaily.com.cn/2003/02/28/jp20030228_26477.html>２００４年２月２６日アクセス。

（１９） 中国現代国際関係研究所、総合国力課題組「総合国力評估系統（第１期工程）研究報告」。この
ほか、「我国的総合国力到底有多強」『時事財経News』。広東省郁南県人民政府のホームページにも
部分的に掲載されている。<http://www.gdyunan.gov.cn/news/Sscjnews/yunannews_ss_p9_10_09_
2000.html>２００４年２月２６日アクセス。

（２０） 経済力には、GDPなどのほかに貿易や金融、政府のマクロ経済管理能力、失業率、世界でトップ
５００社の企業数などが含まれる。
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図１ 総合国力の各国比較

（注）数値はCICIR作成の指数（以下、図５まで同じ）。
（出所）『CICIR報告書』から作成（以下、図５まで同じ）。

図２ 経済力の各国比較

図３ 科学技術・教育レベルの各国比較
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図４ 軍事力の各国比較

図５ 資源の各国比較

『CICIR報告書』の予測では、中国が米国に追いつくのは、早くて２０３４年、遅くて２０６８

年とみている（２１）。同様に、総合国力２位のフランスに追いつくのは、２０１６年、２０２１年、２０３３

年だと予測している（２２）。ただし、中国が７％の成長を維持したとしても２０１２年までは中

国の総合国力は米国に対して相対的には接近しても絶対的には差が広がり、その後ようや

く絶対量でも差が縮まると見ている。ここから読み取れるのは、中国が米国を強く意識し

ているという点と、現在劣っている科学技術・教育レベルや経済力、軍事力などの向上を

（２１）『CICIR報告書』の予測は、中国の総合国力が年率７％、６％、５％で成長した場合、中国が米
国に追いつくには、それぞれ２０３４年、２０４５年、２０６８年である、と計算している。米国については３％
で成長するという条件である。

（２２） CICIR研究は、基礎年を１９９８年にとっており、米国に追いつくには、それぞれの成長率で３６年、
４７年、７０年かかり、フランスに追いつくのは１８年、２３年、３５年と予測している。『CICIR報告書』、
１９ページ。この予測の総合国力は、政治力や国際影響力を含む「総合国力２」である。
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目指すであろうという点である。軍事力については、７位ではあるものの、ドイツ、日本

にすでに接近しているという認識である。外交能力の指標としては、国際組織への参加、

主要国家間の首脳訪問や会談回数、国際的な争点に介入する能力（ホットイシューへの介

入能力）を挙げており、これらを重視していることがうかがえる。

このような見方は『政治報告』においても共有されており、中国の生産力と科学技術、

教育の遅れが指摘されている。また、「先進諸国が経済、科学技術などの面で優位を占め

ていることによる圧力に直面している」という認識も示されている。中国の戦略としては、

先進諸国との関係を良好に保つことで自国の科学技術力を向上し、先進諸国に追いつくこ

とを目標にしていると考えられる。

（４）外交戦略

①安定した国際環境の維持

経済優先の国家戦略の帰結として出てくる外交戦略は、まず、経済発展に専念するため

の安定した国際環境の維持である。２０２０年までにGDPを４倍にするという目標を達成する

ためには、年率平均約７％の成長を維持しなくてはならない。そのためには、紛争に巻き

込まれることや、近隣地域で紛争が起こることは極力避けなくてはならない。

（２３） 貿易依存度は資料によって若干数値が異なる。低い値では４０％前半のものもある。

図６ 外資企業と国有企業が中国工業生産額に占める割合

（注）国有企業については、全人民所有制企業だけの数字で、株式制、集団
制の転換企業は除かれている。

（出所）『対外経済貿易年鑑』、『中国統計年鑑』。日中投資促進機構ホームペ
ージから再引用して作成。
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中国の２００２年の輸出入総額は約６２００億ドルで、GDPに占める割合（貿易依存度）は約４９％

である（２３）。これは、日本の貿易依存度が約１９％であることと比べると、中国の貿易依存

度は高い。中国の工業生産に占める外資企業の割合も年々増えている。１９９０年には、わず

か２．３％にすぎなかった外資企業は、２０００年には２７．３％を占めるに至った（２４）。逆に、純粋

国有企業が占める割合は、減り続け、１９９０年の６６．５％から２０００年には２３．５％になっている

（図６）（２５）。

ここからも明らかなように、中国の経済は、年々外資に依存するようになっている。従

来、中国経済の担い手であり、また、共産党政権の下支えになってきた国有企業の役割は

１９９０年以降をとってみても減少が著しい。このため、中国政府は外国からの安定した投資

を確保する必要があり、そのためにも国際環境の安定と同時に投資環境を整えるために、

国内の安定を図る必要が生じている。

２００２年の中国の貿易相手を地域別に見ると、アジアの占める割合が高く、全体の５８．１％

である（２６）。前年からの伸び率もアジアが２５．２％と最も高い。とくに、日本と韓国を合わ

（２４）『対外経済貿易年鑑』。日中投資促進機構ホームページから再引用<http://www.jcipo.org/shiryou/
yakuinkon.html>２００４年２月２７日アクセス。

（２５）『中国統計年鑑』。日中投資促進機構ホームページから再引用<http : //www.jcipo.org/shiryou/
yakuinkon.html>２００４年２月２７日アクセス。

（２６） 図７で示されている「その他のアジア」には、香港、台湾、シンガポールなどが含まれる。

図７ 中国の主要国・地域別貿易（％、２００２年）

（出所）『２００３年版ジェトロ貿易投資白書』ジェトロ、２００３年、１６０ページ
掲載の「中国の主要国・地域別輸出入」の表から作成。
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せた輸出入額は全体の２３．５％にも上っている。中国周辺、例えば、朝鮮半島情勢が不安定

になれば、当然、中国の経済は多大な影響を受けることになる。東南アジア諸国連合

（ASEAN）１０カ国との貿易も８．８％を占める。（図７）

実際に、『政治報告』においては、外交戦略の柱に善隣友好の強化と地域間協力と周辺

諸国との協力の強化を挙げている（２７）。

②先進国との関係重視

外交戦略のいま１つの柱は、先進国との関係重視である。１６全大会の政治報告の外交部

分は、まず初めに先進諸国との関係の改善と発展を挙げている。先進諸国との関係に続い

て、周辺諸国との善隣友好、第３世界との連帯の順で並んでいる。前回、１９９７年の１５全大

会の政治報告では善隣友好と第３世界との連帯がうたわれ、先進諸国との関係は触れられ

ていなかった。さらにその前１９９２年の１４全大会の報告では、第３世界の団結と協力のみで

ある。これら過去の報告と比べれば、先進諸国との関係重視の姿勢が見て取れる。

これまで、中国が発展途上国との連帯を重視してきたのは、反覇権を唱えるイデオロギ

ー的な意味合いと、先進諸国に対抗し第３世界の中での影響力を拡大する意味とがあった。

しかし、外交戦略において中国は軸足を発展途上国から先進工業国へと移している。その

理由は、中国が経済発展のために必要としている投資と技術を持っているのは、先進諸国

であって、第３世界ではないからだという。

中国の対日貿易は全体の１６．４％で、対米貿易は１５．７％である。日米だけで全体の３２．１％

を占め、これにEUを加えると４６．１％に上る（２８）。直接投資も米国から約５４億ドル、日本か

らは約４２億ドルだった（２００２年実行ベース）。これは、全体の１８．２％に当たる（２９）。その他

の投資が多い地域は、香港（約１７９億ドル）、英領バージン諸島（約６１億ドル）、台湾（約

４０億ドル）などで、中国人や華僑の投資と見られる。それらの投資額を合わせると６１．５％

に上り、それ以外では日米が最大の対中投資国である（３０）。これに対し、１９９０年代半ばに

は戦略的パートナーとして連係を深めたロシアとの貿易はわずか１．９％にとどまってい

る（３１）。経済発展の維持を最重要課題に掲げた時、ロシアは中国にとっての最良のパート

ナーとは言いがたい。

（２７） 江沢民「いくらかゆとりある社会を全面的に建設し」前掲、４５ページ。
（２８）『２００３年版ジェトロ貿易投資白書』、１６１ページ。２００３年の実行ベースでも対日貿易が全体の１５．７％

を占めトップ、対米貿易は１４．８％であった。ジェトロ編『２００４年版ジェトロ貿易投資白書』、（ジェ
トロ、２００４年）１６５ページ。

（２９）『２００３年版ジェトロ貿易投資白書』、１６３ページ。
（３０） 香港、英領バージン諸島、台湾以外で投資額の多い地域は、シンガポール、ケイマン諸島など。
（３１）『２００３年版ジェトロ貿易投資白書』、１６０ページ。
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２ 胡錦濤政権の外交政策の特徴

本節では、中国政府が自ら掲げた外交戦略の目標に照らして、１年目の胡錦濤政権がど

のような外交政策を展開したのかを見てみたい。

（１）先進国重視の姿勢

胡錦濤政権の外交政策で、とくに顕著なのは先進国重視の姿勢である。江沢民政権では、

実際には先進国重視の政策を遂行しながらも、宣言政策としては発展途上国重視の姿勢を

打ち出していた。それが、胡錦濤政権では、名実ともに先進国との関係を重視し、中でも

米国と日本との関係を重視する姿勢を見せている。

その姿勢の表れが、２００３年６月にフランス・エビアンで開かれた主要国首脳会合（G８）

への参加である。これまで中国はG８を「金持ちクラブ」と批判し、参加を拒否してきた。

今回も正式メンバーとしての参加ではなく、G８と新興国・発展途上国との対話への出席

ではあったが、従来の立場と比べると姿勢の変化が注目された。

例えば、２０００年の九州・沖縄サミットの際は、開催国である日本の小渕恵三首相（当時）

が中国に対しオブザーバーとしての参加を打診したが、固辞している。２０００年５月１０日の

日中外相会談で、当時の唐家�外交部長（外相）は、河野洋平外相（当時）に対して、「サ

ミットは西側先進国の会議。中国は発展途上国だから参加はしない。それは一貫した方針

だ」と述べたと報じられている（３２）。当時、不参加について中国外交部のスポークスパー

ソンは「国連と安全保障理事会の重要な役割は、どこもとって代わることができないこと

を強調したい」とサミットに距離を置く発言をしている（３３）。これに対し、今回のエビア

ンサミット参加については、李肇星・外交部長が２００３年の年末好例の『人民日報』のイン

タビューで、１年間の外交を振り返って、最も印象に残ったことの１つに挙げ、重視する

姿勢に転じている（３４）。

（２）米国との協調路線の継続

胡錦濤政権の外交政策は、先進国の中でも日米重視の姿勢が目立つ。中国は北朝鮮の核

（３２）『毎 日 新 聞』２０００年５月２３日<http://www.mainichi.co.jp/eye/feature/details/summit/rensai/03/03.
html>。

（３３）『日本経済新聞』２００３年５月１９日<http://www.nikkei.co.jp/seiji/20030516e3k1602316.html>。
（３４） 李肇星が用いた会議名は「南北指導者非公式対話会議」。この他、胡錦濤主席に同行したロシア、

カザフスタン、モンゴルへの訪問、及び、上海協力気候第３回首脳会合への出席、サンクトペテル
ブルグ建都３００周年記念式典への出席を挙げている。「開創新局面 樹立新形象（年終報道）――李
肇星部長接受本報年終専報」『人民日報』２００３年１２月１５日。７ページ（第７版）<http://www.people.
com.cn/GB/paper464/10877/987658.html>２００４年２月２０日アクセス。
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兵器開発問題について早い段階から朝鮮半島の非核化支持を表明し、米国と日本に協調す

る姿勢を示した。経済の深化を背景に両国との関係強化の重要性を強調してきた。米国重

視の姿勢は、江沢民時代にも打ち出されてきたことで、その政策は胡錦濤政権になっても

目立った変化はない。ジョージ・ブッシュ大統領が２０００年の大統領選挙中に、中国を戦略

的パートナーではなく、競争相手だと述べたことから、中国はブッシュ政権に警戒を強め

た。しかし、その後２００１年９月１１日に起きた同時多発テロ攻撃を契機に米中両国は接近を

図った。とくに、中国は米国がテロという新たな“敵”との戦いを強いられたことを、自

国にとっての契機ととらえ、米中関係改善に積極的に乗り出したと見られる。米中国交正

常化２５周年を記念して発表した文章の中で、周文重・外交部副部長は９．１１がアメリカ人の

中国に対する見方を変えた、と述べている（３５）。

江沢民は米中関係を重視し、引退直前の２００２年１０月、テキサス州クロフォードにあるブ

ッシュ大統領の農場を訪れた。大統領の私邸で、選ばれた外国首脳しか招待されていなか

ったため、江沢民は米中両国の友好ぶりを引退前にアピールした形だった。胡錦濤政権で

も米中協調路線に変化はない。

胡錦濤自身は、国家主席に就任する前の２００２年４月から５月にかけて国家副主席として

米国を公式訪問した。その後、２００３年６月のエビアンサミットでブッシュ大統領と会談し

たのに続き、１０月１９日にはバンコックで開かれたアジア太平洋経済協力（APEC）首脳会

議に先立って、再び、ブッシュ大統領と会談している。

温家宝首相は、１２月に訪米し、米中関係が共通利益を基礎に、世界の安定に貢献してい

る、と評価した。胡錦濤政権下では、北朝鮮の核兵器開発問題の解決などをめぐり、中国

は積極的に米国に働きかけ、シャトル外交を続けた。米国側は、中国の行動を評価し、３

者会合、６者会合の実施は中国の尽力によるものとの見方を示した（３６）。温家宝首相とブ

ッシュ大統領との会談でも北朝鮮の核問題が話し合われた。会談後の記者会見では、ブッ

シュ大統領が台湾のレファレンダムについて、台湾単独で現状を変革する動きだとし、支

持しないと表明。中国の立場を支持する発言をした（３７）。

（３５） Zhou Wenzhong, “Vigorously Pushing Forward the Constructive and Cooperative Relationship Be-
tween China and the United States─In commemoration of the 25th anniversary of China─US dip-
lomatic relations,”（２００４年２月７日）中国外交部ホームページ<http://www.fmprc.gov.cn/eng/wjb/zzjg
/bmdyzs/xwlb/t64286.htm>。

（３６） 例えば、ケリー国務次官補は２００３年９月１１日の上院外交委員会で中国の北朝鮮に対する影響力な
どについて証言した。“(But) the fact is there is a steady influence that has at least brought North
Korea to the table…” James A. Kelly, Assistant Secretary Bureau of East Asian and Pacific Affairs
Department of State. “U.S. Senator Richard G. Lugar (R-IN) Holds Hearing on Relations with
China,” Political Transcripts by Federal Document Clearing House, September 11, 2003.

（３７） ブッシュ大統領の発言は以下の通り。“Let me tell you what I’ve just told the Premier on this is-
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しかし、中国側には依然として米国に対する警戒感がある。中国は、米国がテロという

脅威と対峙しているため、中国に対する認識が相対的に好転していると見ているが、果た

してそれが短期的なものなのか、あるいは中長期的なものなのか、については意見が分か

れている。とくに、台湾問題は依然として米中間に横たわる最も敏感で重大な問題だとの

認識は変えていない（３８）。

（３）日本接近の試み

米中関係の根本的な改善には限界があるため、中国内には、胡錦濤が共産党総書記に就

任する前後から日本との関係強化を模索すべきだ、との意見が聞かれるようになった。胡

錦濤新政権発足に合わせて、宋健・日中友好協会会長を始め、中国の外交政策、対日政策

の専門家らがまとめた報告書は、対日政策の重要性を再確認していた、と言われる。

こうした流れの中から出てきたのが、戦略的な観点から日本との関係を重視すべきだと

いう「中日新思考」と呼ばれる議論である。２００２年末から２００３年を通して、広く議論され

たが、発端は、これまで改革派の議論を多く掲載してきた隔月誌『戦略と管理』に掲載さ

れた馬立誠という『人民日報』評論部の記者が書いた「中日関係の新思考―中日両国民の

憂い」という論文であった（３９）。その後、同誌は時殷弘・人民大学教授が同様の趣旨の論

文「中日接近と『外交革命』」を掲載した（４０）。対日新思考とは、歴史問題に固執せず、戦

略的な観点から日中関係を重視すべきだ、という主張である。これらの論文は、先に述べ

た専門家らによる報告書同様、ここ数年の議論を背景にしたもので、中国政府が書かせた

ものではないが、ある程度認知されているものとみられた。

しかし、馬立誠論文は、歴史問題はもう解決済みで、靖国神社参拝も反対すべきではな

sue. The United States government’s policy is one China, based upon the three communiqus (com-
muniques) and the Taiwan Relations Act. We oppose any unilateral decision by either China or Tai-
wan to change the status quo. And the comments and actions made by the leader of Taiwan indi-
cate that he may be willing to make decisions unilaterally to change the status quo, which we op-
pose.” President Bush and Premier Wen Jiabao Remarks to the Press Remarks by President Bush
and Premier Wen Jiabao in Photo Opportunity, The Oval Office, December 9, 2003. ホワイトハウス
のホームページ<http://www.whitehouse.gov/news/releases/2003/12/20031209-2.html>２００４年２月２０
日アクセス。

（３８） 例えば、温家宝首相は訪米中の講演で、台湾問題について米中両国関係における核心かつ敏感な
問題ととらえ、良好な米中関係のためには、台湾問題を適切に処理することが重要だとの認識を示
した。“Full text of speech by Chinese Premier Wen Jiabao in Washington (12/10/03)” 駐米中国大
使館ホームページ<http://www.china-embassy.org/eng/zt/first%20beginning/t55995.htm>２００４年２月
２０日アクセス。
「温家宝在美演講呼吁共同譜写中美関係新篇章（１２／１０／０３）」駐米中国大使館ホームページ<http://
www.china-embassy.org/chn/zt/FIRST/t55997.htm>２００４年２月２０日アクセス。

（３９） 馬立誠「対日関係新思維――中日民間之憂」『戦略與管理』２００２年第６期、４１‐４７ページ。
（４０） 時殷弘「中日接近與“外交革命”」『戦略與管理』２００３年第２期、７１‐７５ページ。
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い、といった内容であったため、インターネットなどで一般の読者から激しい非難が起き

た。とくに、２００１年に続いて２００２年、２００３年と小泉純一郎首相が靖国神社を参拝したこと

から、中国の弱腰な姿勢が逆に日本側を勢いづけているとの批判が起こった。

中国社会科学院が２００２年９月から１０月にかけて実施した世論調査でも、日本に対して親

近感を感じないと答えた人は４３．３％で、親近感を感じる５．９％をはるかに上回った。その

理由として中国への侵略と反省が不十分な点を挙げた人は６３．８％に上った。今回の「新思

考」の議論によって、一般国民の反日感情がかえって顕在化した面がある。さらに、２００３

年８月に黒龍江省チチハル市で起きた旧日本軍の遺棄化学兵器による毒ガス事故や、９月

に広東省珠海市で日本の旅行者が集団買春を行ったことなどで反日感情はさらに悪化し

た。

中国政府の日本重視政策は、江沢民前政権の末期から見られた。１９９９年ごろまでは、機

会あるごとに歴史問題を取り上げ、日本をけん制し、明示的に批判すべきだ、と考える傾

向があった。１９９８年、江沢民国家主席が訪日した頃は、その意識は強く、江沢民自らが歴

史問題を取り上げれば取り上げるほど世々代々のプラスになるとの考えを示してい

る（４１）。しかし、９８年の訪日は江沢民が歴史問題に執着し過ぎたため日本側の反発を招き、

失敗であったとの見方が中国外交関係者の中では優勢で、その後、中国側から歴史問題を

取り上げない、表現を穏やかにするなどの変化が見られた。

小泉首相が２００１年８月１３日、２００２年４月２１日と続けて靖国神社に参拝してからは、歴史

認識問題はほぼ首相の靖国神社参拝に収斂して議論されるようになった。しかし、１年目

の胡錦濤政権は日本との関係において実務的に外交案件を処理し、日中関係を重視してい

くことを明言し、歴史問題の発言も江沢民に比べて少なかった。２００３年５月３１日にロシア

・サンクトペテルブルグの建都３００周年記念式典の際に国家主席就任後初めて小泉首相と

会談した際には、２００３年１月１４日の参拝の後だったにもかかわらず、靖国神社参拝など歴

史問題への具体的な言及は避け、歴史と台湾の問題を適切に処理してほしい、と述べるに

とどまった。この時、胡錦濤国家主席は、「歴史を鑑とし、未来に向かい、長期的な視野

に立ち、大局を踏まえる」という考えで日中関係を築きたい、と述べている。これは、江

沢民が２００２年１０月にアジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議の際の日中首脳会談などで

用いた「歴史を鑑として未来に向かう」という表現に後半部分が追加され、より未来志向

（４１） 例えば、江沢民は１９９８年９月１日、海部俊樹元首相、大島宏彦中日新聞社会長との会見で次のよ
うに述べた。「中日関係の中で歴史問題を取り上げるべきかどうかについては、いろいろな議論が
あり、歴史問題を取り上げるべきではないとの異なった意見もある。しかし、取り上げれば取り上
げるほど、世々代々の友好のプラスになる」。『東京新聞』１９９８年９月２日朝刊。清水美和『中国は
なぜ「反日」になったか』（文芸春秋、２００３年）２６ページ参照。
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を打ち出したものと解釈されている。その後、２００３年９月５日、訪日時に小泉首相と会談

した呉邦国・全国人民大会委員長も同様の表現を用いて、歴史問題を善処することは中日

関係の重要な基礎で、両国の政治家が大局・戦略的な長い目から、歴史を鑑にし、未来志

向の精神にのっとって存在する問題を適切に対処することを望む、と述べている。

「日中新思考」の逆効果や毒ガス事件など反日感情が悪化した後も、胡錦濤政権の日中

関係重視の姿勢に大きな変化は見られなかった。国民から強い反発が起こった後も、共産

党の広報紙である『人民日報』のインターネット版で特設ページを設けて新思考の議論を

紹介し続けたほか、党中央宣伝部発行の幹部向けの月刊誌『時事報告』でも馬立誠や時殷

弘らの座談会を掲載し、新思考の必要性を説いていた（４２）。その一方で、国民の反日感情

や批判に配慮して、ある程度の軌道修正も見られた。例えば、インドネシアのバリ島で小

泉首相と温家宝首相が日中首脳の相互訪問について話し合ったが、中国外交部がその後、

相互訪問についての協議を否定し、小泉首相が靖国神社への参拝の意向を記者団に表明し

たことを批判する談話を発表した。また、対日新思考が日中関係の促進に目立った成果を

挙げていないという評価から、共産党内には新思考に対して批判的な動きも見られ、大学

や研究機関に対して、新思考を自粛するように通達が出されたとも言われる。

中国側は靖国神社にA級戦犯が祀られていることをとくに問題にしており、小泉首相が

２００４年２月１０日の衆議院予算委員会でA級戦犯が合祀されていることについては「抵抗感

を覚えて」いない、と発言したことによって態度を硬化させた（４３）。２００４年１月１日に参

拝した際には、王毅外務次官が「強い憤りを表明する」と非難したものの、その後、１月

１３日に額賀福志郎自民党政調会長と北川一雄公明党政調会長が、曾慶紅国家副主席と唐家

�国務委員（前外交部長）と北京で会談した際には、「新しい考え方やメカニズムを模索

する必要がある」と唐家�が柔軟な発言をしていた。それが、３月６日には態度が硬化し、

李肇星外交部長が記者会見で「現在、（日中間に）非常に突出した問題は、日本の指導者

が１４人のA級戦犯を祀る神社に参拝したことだ」と述べるなど変化が見られた。

第三国における日中首脳会談は最初の１年間で、２００３年５月のサンクトペテルブルグと

１０月のAPEC首脳会議の際に計２回行われている。首脳の相互訪問が出来ない状況にあり

ながら、実質的な支障は生じていない。このことがかえって、問題の解決に向けた努力を

抑制している面ある。

（４２）「中日交往要有新思惟」『時事報告』第１７５期、２００３年７月。
（４３） 小泉純一郎首相、衆議院予算委員会における岡田克也委員（民主党）に対する答弁。第１類第１４

号、予算委員会議録第７号、平成１６（２００４）年２月１０日、３２ページ。
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（４）「和平崛起」――平和に貢献する責任大国の強調

２００３年後半から、胡錦濤政権の外交姿勢でとくに目立つのは、中国を「責任大国」とし

て位置付ける発言である。『人民日報』の２００３年の外交総括の記事も２００３年の中国外交に

ついて「世界が注目し、責任ある大国としての名声を勝ち取った」と評価した（４４）。「責任

ある大国」を目指し、また内外にそのイメージを宣伝する背景には２つの要因が考えられ

る。１つは、国際社会における中国の地位について、ある程度の自信が生まれたことであ

る。いま１つは、経済発展を続け大国化する中国に対する他国の警戒感が存在することで

ある。経済発展の維持を最重要目標に掲げる中国がその結果、大国になることは当然のこ

とで、他国の警戒感がさらに増すことが予想される。そのため、中国は自らを「責任ある

大国」として位置付けることによって、警戒感を緩和しようとしていると考えられる。

温家宝首相は、訪米中に外交評議会など９団体が主催した夕食会でスピーチをし、「中

国の台頭は平和的な台頭である」と強調した（４５）。この「平和的な台頭（和平崛起）」とい

う言葉は、胡錦濤政権の外交政策の「看板」の役目を担っていた。これは、「中国脅威」に

対抗する概念としてしばしば用いられ、中国が台頭してもけっして脅威ではない、むしろ

平和に貢献するのだ、というメッセージを込めている。１９９０年代初頭に「中国脅威論」が

起こった時、中国の指導者は頭から否定し、西側の悪意の表れだとまで述べた。その当時

は、中国はまだ途上国であること、攻撃的な意図は皆無であること、などを挙げて反論し

ていた。しかし、同時に当時の中国政府は国際社会、とくに米国を始めとする先進諸国に

対する警戒感が強かった。多国間交渉の場では、２国間交渉以上に中国が劣勢に立たされ、

自国の利益が阻害されると考えていた節がある。そのため、多国間交渉に参加することな

どにも消極的であった。したがって、「責任ある大国」や「平和に貢献する台頭」という

イメージを形成することは不可能であった。

胡錦濤政権下の中国は、自国の利益が国際社会、とりわけ先進諸国と、近隣諸国との協

調なしには成り立たない、と認識している。その結果、生じたのが現存の国際社会の中で

影響力を高めるという「平和台頭」外交である。江沢民時代は、１９９９年１１月に世界貿易機

関（WTO）加盟をめぐる米中間交渉が妥結するまでは、国際経済体系の中に自国の発展

を委ねることに対して懐疑的な意見もあった。冷戦後、中国は「多極化」世界を目指す意

向を繰り返し表明してきた。これは、米国の１極支配に対立するもので、ソ連というもう

１つの極の崩壊によって、米国の極も弱まるという予想と、期待を込めて提示された考え

（４４）「開創新局面 樹立新形象（年終報道）――李肇星部長接受本報年終専報」『人民日報』２００３年１２
月１５日、７ページ（第７版）<http://www.people.com.cn/GB/paper464/10877/987658.html>。

（４５）「温家宝出席美国九団体聯合挙行的歓迎晩宴発表演講呼吁 共同請写中美関係新篇章」『人民日報』
２００３年１２月１１日、１ページ。
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方だった。中国の多極化世界を指向するという議論は米国などにおける対中脅威感を増し

た。１９９０年代の終わりにかけて米国の相対的なパワーの増強によって、多極化が近い将来

実現されるといった意見は少なくなった。胡錦濤政権も、多極化世界を目指す長期的な方

針に変わりはないが、米国の１強状態を現実のものとして受け入れながら、多極化を補完

するものとして多国間主義という考え方が強調されるようになった（４６）。

北朝鮮の核兵器開発をめぐる３者会合と６者会合での積極的な取り組みもこの「平和台

頭」と「多国間外交」重視の姿勢の表れである。９４年の北朝鮮の核危機と比べると、今回

の核兵器開発問題においては、中国の積極的な姿勢が目立った。９４年当時、中国は米国と

共同歩調を取ることに非常に慎重であった。中国は、米国が中心になって採択を目指した

国連安全保障理事会における北朝鮮への経済制裁決議には一貫して反対した。最終段階に

なって、裏では米朝の枠組み合意に向けて北朝鮮に働きかけたともいわれるが、中国が表

舞台に立つことはなく、一連の交渉の中で消極的な態度を取り続け、主導権は終始米国が

握っていた。

それが、今回は北朝鮮の核兵器開発が明らかになると、いち早く朝鮮半島の非核化を支

持する方針を表明し、江沢民国家主席が２００２年１０月の訪米で自らブッシュ大統領に伝えた。

さらに、中国が北朝鮮への態度を従来よりも強硬なものに転じたのは、２００３年２月ごろで

あった。中国は、２月か３月頃、３日ほど北朝鮮への原油の供給を停止したといわれてい

る（４７）。中国政府は外交部の記者会見など、公式の場では認めていないが、米国の外交関

係者には技術的な問題で止めた、と説明したという（４８）。ケリー米国務次官補は９月１１日

の上院外交委員会における証言で、中国がパイプラインを止めるなど北朝鮮に対して圧力

をかけたことが、４月の３者会合や８月の６者会合の開催に結びついたとの認識を示し

た（４９）。

原油供給停止という圧力をかける一方で、中国は同じく３月ごろ、銭其�前副総理を北

朝鮮に送り、３者会合に応じるよう説得し、対話路線を促進したという。ただし中国政府

は公式にはいずれも公表していない。さらに７月には戴秉国・外交部筆頭副部長が中国政

府の特使として北朝鮮を訪れ、金正日総書記らと会談し胡錦濤国家主席の親書を手渡した。

（４６） 例えば、王立勇「中国外交：従多極化到多辺主義」『当代世界』２００３年第４期。
（４７） Murray Hiebert, Jay Solomon, and Charles Hutzler, “A Global Report : U.S. Plans to Sanction

Pyongyang for Missile Sale─Washington Raises Pressure As China Works to Damp Potential Action
in U.N.” Wall Street Journal , May 31, 2003, p.A9. ; Benjamin Kang Lim, “China Appears to be Try-
ing to Rein in North Korea,” Reuters, March 31, 2003.

（４８）「２００３年４月１日外交部発言人在記者招待会上答記者問」中国外交部ホームページ<http://www.
fmprc.gov.cn/chn/xwfw/fyrth/1032/t3476.htm>。

（４９） “U.S. Senator Richard G. Lugar (R-IN) Holds Hearing on Relations with China,” Political Tran-
scripts by Federal Document Clearing House, September 11, 2003.
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８月２７日から２９日まで北京で開かれた６者会合で中国はホスト役を務め、対話による解決

の重要性を強調した。協議後の記者会見で、議長役の中国代表の王毅・外交部副部長は、

朝鮮半島の非核化の目標が確立され、核問題の平和的解決のための重要な一歩を踏み出し

た、と６者会合を高く評価した（５０）。その後も、中国は６者会合の成功に向けてシャトル

外交を続け、１０月には、呉邦国・全人代常務委員会委員長が北朝鮮を訪れたのを始め、戴

秉国・外交部筆頭副部長が日本を、王毅・同副部長が米国をそれぞれ訪問しそれぞれ北朝

鮮核問題について協議した。

９４年当時、中国はまだ８９年の天安門事件後の経済制裁の多くが解かれていない状況にあ

り、米国が中国に最恵国待遇を更新するかどうかが問題になっていた。中国は総じて多国

間協議への参加に消極的で、日米中３カ国の安全保障対話への呼びかけも拒んでいた。し

かし今や、中国はWTOに加盟を果たし、国際社会に組み込まれている。２国間および多

国間の各種の交流も進み、多国間協議の中にあっても自国の影響力を誇示できると考えて

いるとみられる。それが、現存の米国主導の国際システムに対抗するよりも、その中で存

在感を高める戦略への転向につながった。

（５）政権２年目の動き

胡錦濤政権は、２年目の２００４年も政権発足当初の外交戦略を遂行した。引き続き、経済

発展の維持を最重要課題に掲げ、そのために必要な安定した国際環境の維持を模索した。

その結果、朝鮮半島や台湾における武力紛争勃発という最悪の事態も回避され、米中関係

は２００３年同様におおむね協調的な関係が続いている。欧州諸国との関係や東南アジアとの

関係にも大きな変化はない。政権発足当初の目標達成が最も難航しているのは、日中関係

である。

政権発足当初、日中新思考に代表される日本重視の姿勢によって、中国の対日政策が転

換するのではないかと見られたが、歴史認識問題が障壁となり実現していない。中国国内

の反発に加え、日本側の姿勢が軟化しなかったことから日中関係は２００４年春ごろからすで

に後退の兆しが見えたが、その後さらに後退した。毎年、２００４年は川口外相が２回、逢沢

外務副大臣が３回、訪中したが、首脳の往来はなく、首脳会議も１１月まで実現しなかった。

ようやく実現した首脳会談は、１１月に開かれたAPEC首脳会議とASEAN＋３首脳会議の

際に行われ、それぞれ胡錦濤・国家主席と温家宝・国務院総理と会談した。胡錦濤主席は

会談の際、日中関係を最重要視し、平和共存、友好協力の関係を発展させていくことを望

んでいる旨、発言した。しかし、歴史認識問題では、２００３年の首脳会談では一般論にとど

（５０）「６方会談中国代表王毅進行中外記者招待会、２００３年８月２９日」中国外交部ホームページ。
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めていたのに対し、靖国神社参拝に直接言及して適切に対処してほしいと述べるとともに、

２００５年が反ファシスト勝利６０周年の敏感な年であると強調した（５１）。ただし、小泉首相自

身が靖国神社参拝の理由に用いている「心ならずも戦場に赴いて命を失った日本兵」とい

う表現を使っており、日本に対する配慮も見せた。『人民日報』にも「中国人民はこれま

でも、あの不幸な戦争において、心ならずも戦場に赴いて命を失った日本兵を含む日本国

民もまた戦争の被害者であると思っている」という胡錦濤主席のこの発言が報道された。

このことから歴史問題の原則では譲れないものの、日中関係の低迷を打破しようという姿

勢が見られる（５２）。

胡錦濤政権は、２００４年９月に王毅・外交部副部長を駐日大使に就任させるなど、対日関

係重視の動きを続けてはいる。しかし、江沢民時代からの大きな変化は見られず、日中新

思考で議論されたような日中関係の改善は実現していない。一方、一般の国民の対日感情

はかえって悪化した。２００４年８月に中国で開催されたサッカーのアジア・カップの際には、

中国人サポーターが日本チームに対してブーイングを続け、決勝戦終了後、日本大使館の

公用車を取り囲みガラスを割る、という事件も起こった。中国政府はこれに対して、基本

的に観戦マナーの改善や報道機関への指導という方法で対処しており、国民の対日感情改

善のための根本的な施策は取っていない。毎年、年末に外交部長がその年の外交政策を回

顧するインタビュー記事が『人民日報』に掲載されるが、２００４年については日本に対する

言及が外交成果においても展望においてもいっさいなく、異例の扱いであった（５３）。王毅

・駐日大使は『人民日報』に掲載されたインタビューで、日中関係の課題に歴史問題、台

（５１）「APEC首脳会議における日中首脳会談（概要）」２００４年１１月２２日、外務省ホームページ。
<http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/apec_04/j_china_gh.html>２００５年１月５日アクセス。

（５２） 胡錦濤主席の首脳会談における歴史問題に関する発言は次の通り。「中日関係を発展させる上で、
歴史問題を避けることはできない。歴史に正しく対応して初めて歴史の重荷を前進の原動力に転換
することができる。現在、両国の政治関係が困難に直面している問題点は、日本の指導者による靖
国神社参拝の問題である。われわれは日本側がこの問題を善処することを望む。この問題を長引か
せることは、中国人民を含む被害国人民の感情をさらに傷付け、また両国関係の改善と発展にも寄
与しない。「前事不忘、後事之師（過去を忘れず、後世の教訓とする）」ことが大切だ。指導者とし
て、歴史と人民に責任を負う態度を持ち、中日の次世代につながる友好とアジアの平和と発展の大
局に立ち、関連問題を善処し、両国関係を損なう事態を防がなければならない。中国人民はこれま
でも、あの不幸な戦争において、心ならずも戦場に赴いて命を失った日本兵を含む日本国民もまた
戦争の被害者であると思っている。しかし、この戦争を起こした戦争犯罪人に対して、中国人民は
深い憎しみを抱いている。日本の指導者が靖国神社参拝問題を考える時、どうか被害国人民の気持
ちを考えてほしい。どうか中日友好の大局を考えてほしい。」『人民網日本語版』「胡主席、チリで
小泉首相と会談 靖国問題に言及」２００４年１１月２３日<http://j.peopledaily.com.cn/2004/11/23/jp
20041123_45389.html>２００４年２月９日アクセス。『人民日報』「胡錦濤会見日本首相小泉純一郎──
提出実現両国関係健康穏定発展指導性意見」２００４年１１月２３日、１ページ。<http : //www.people.com.
cn/GB/paper464/13458/1205853.html>２００５年２月９日アクセス。

（５３）「縦論国際風雲 暢談外交為民（２００４年終報道）──李肇星外長接受本報年終専訪」『人民日報』
２００４年１２月１５日、７ペ ー ジ<http://www.people.com.cn/GB/paper464/13633/1220024.html>２００５年１
月５日アクセス。

胡錦濤政権の外交政策

71



湾問題、戦略の方向性の３つを挙げ、日本側の変化を求めてはいるが、問題解決のための

具体的な方法は示していない（５４）。

結語

胡錦濤政権の外交政策は、経済発展の継続、という国家目標の実現のため、経済発展に

適した安定した国際環境を作ることを目標としている。平和と発展を追及するという外交

方針は、１９７８年の改革・開放政策がスタートしてから続けられているものであるが、胡錦

濤政権下では、よりいっそうイデオロギー色が薄れ、もっぱら先進諸国及び近隣諸国との

協調を基礎にした実務的な外交になっている。

胡錦濤政権の外交政策は、日米を始めとする先進主要国との関係重視を特徴としていた。

対米関係を根本的に改善するには限界があると認識している中国は、とくに日本との関係

強化を打ち出した。経済発展の持続を最重要目標に掲げ、安定した国際環境の保持を目指

す中国政府としては、日本との関係改善、関係強化をもたらす外交政策の推進は当然の帰

結であった。しかし、「日中新思考」議論が起きた後も、小泉首相が靖国神社を参拝した

ため、国内世論の反発を前に、胡錦濤政権は対日関係で大きな譲歩を出来ない状況にある。

新政権は江沢民時代よりも日中関係を重視する姿勢を打ち出し、「新思考」も登場し、歴

史問題でも従来よりも柔軟に対応する姿勢を見せた。しかし、世論の反発は強く、Ａ級戦

犯が祀られている靖国神社参拝を容認することは現時点では難しく、胡錦濤政権は原則論

を崩せないでいる。２００４年の胡錦濤政権の対日政策を見る限りにおいて、政権発足当初と

比べると揺り戻しがある。中国側には、日中関係を進めたいが、首相の靖国神社参拝が続

く以上、首相の中国への公式訪問は難しいとの考えがある。それは、国民の間に靖国神社

参拝に対する批判が強く、ここで首相の公式訪問を受け入れると、原則で屈した形に見え

るからであろう。胡錦濤政権は対日協調姿勢を崩していないが、歴史問題など中国のナシ

ョナリズムと関連の深い問題での譲歩は以前よりも難しくなっている。

胡錦濤政権が経済発展持続の重要性を認識しながら日中関係を改善できない原因として

考えられるのは、政権の国内不安定に対する警戒心である。もともと、胡錦濤政権が経済

発展の持続を目指す理由は、総合国力を向上させ国際的な競争力をつけるためと、国内の

安定維持のためであった。胡錦濤政権は、反日的な世論を軽視した形で外交政策を推し進

めると政権そのものに対する国民の支持の低下に繋がるのではないかと懸念していると考

（５４）「王毅大使の指摘 中日関係のチャンスと課題�２」『人民網日本語版』２００５年１月６日<http://j.peo-
pledaily.com.cn/2005/01/07/jp20050107_46635.html>２００５年１月１１日アクセス。
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えられる。したがって、歴史問題については日中関係を決定的には悪化させない努力をし

ながらも世論の反発を招かないような政策にとどまっている。台湾問題に関係する場合も、

歴史問題と同様の理由で中国は柔軟性を欠く外交政策を展開せざるを得ない状況にある。

総合国力の増大を目指し、国際社会の中で、責任大国としての地位を得ようとする中国

に、長期的には、米国に対抗するだけの力を備えるという意図がないとは言えない。しか

し、当面、責任ある大国として行動するためには、他国からそう評価されなくては意味が

ない。そのため、中国の行動は協調的にならざるを得ない。中国の対日協調路線を勢いづ

かせるためには、日本側が何らかの形で譲歩している姿勢を示す必要がある。中国が日本

との協調関係の構築を模索しているこの時期を、戦略的な好機としてとらえるか、あるい

は、このまま歴史認識問題を両国間のトゲとして残すかについては日本側も再考の余地が

あると考えられる。

（かわかつちかこ 研究部第２研究室主任研究官）
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